
(証券コード 4224)
平成27年６月11日

株 主 各 位

東京都墨田区緑四丁目15番３号

代表取締役社長 門 脇 進

第72回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第72回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙

に賛否をご表示いただき、平成27年６月25日 （木曜日）午後５時40分までに到着する

ようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

１．日 時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時

２．場 所 東京都墨田区横網一丁目６番１号

国際ファッションセンタービル 11階 (115号室）

３．会議の目的事項

報 告 事 項 1.第72期　(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)

事業報告及び連結計算書類並びに会計監査人及

び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2.第72期　(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)

計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役９名選任の件

第４号議案 監査役２名選任の件

第５号議案 補欠監査役１名選任の件
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいますようお願い
申し上げます。
なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インター
ネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.lonseal.co.jp）に掲載させていただきます。
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(添付書類）

第72期 事業報告

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済金融政策を背景に企業

収益や雇用環境が改善されるなど、緩やかな回復傾向が見られたものの、円安の

進行による輸入品価格の上昇や消費税率引き上げによる個人消費の回復遅れ等に

より、景気の先行きは不透明な状況で推移いたしました。

　建設業界及び合成樹脂加工品業界におきましては、需要は底堅く推移している

ものの、販売競争の激化、労働力不足等により引き続き厳しい状況が続いており

ます。

　当社グループはこのような状況の下、営業力の強化と積極的な販売活動に努め

てまいりました結果、当連結会計年度の連結売上高は、213億71百万円(前期比

1.7%増)となりました。

　損益面につきましては、当連結会計年度においても徹底したコストダウン及び

諸経費の削減などの諸施策を実施してまいりました結果、営業利益は14億32百万

円(前期比15.4%増)、経常利益は15億32百万円(前期比17.8%増)、当期純利益は９

億35百万円(前期比20.7%増)となりました。

セグメント別の状況は次のとおりです。

（合成樹脂加工品事業）

　主力の建材製品は、国内床材、住宅資材、壁装用品、輸出用床材が売上増とな

りましたが、防水資材は売上減となりました。また、産業資材製品は、車両用床

材、欧米向けフイルムが売上増となりました。

　この結果、売上高は209億75百万円（前期比1.7%増）、営業利益は11億27百万円

（前期比20.5%増）となりました。

（不動産賃貸事業）

　不動産賃貸料収入は、売上高は３億96百万円（前期と同額）、営業利益は３億６

百万円（前期比0.0%減）となりました。

― 2 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月26日 15時55分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



　企業集団のセグメント別売上高

期別

事業区分

当 期 前 期 増 減

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

金額
（百万円）

増減率
（％）

合 成 樹 脂
加 工 品 事 業

20,975 98.1 20,622 98.1 353 1.7

不 動 産
賃 貸 事 業

396 1.9 396 1.9 - -

合 計 21,371 100.0 21,018 100.0 353 1.7

　(2) 設備投資の状況

　当期中に実施した設備投資は、試験機及び印刷・型押ロールなど、総額３億82

百万円であります。

　(3) 資金調達の状況

　特記すべき事項はありません。

　(4) 対処すべき課題

　今後の当社グループを取り巻く経営環境は、雇用・所得環境の改善や原油価格

下落による企業収益の押し上げ期待感はあるものの、建設投資の環境は、民間投

資は微増するものの公共投資は減少し、前年を下回るとの予測もあり、先行き不

透明な経営環境が続くものと思われます。

　当社グループはこのような環境の下、引き続き生産性向上、経費削減に努め、

事業環境の変化にスピーディーに対応できる体制整備と、事業基盤強化策を推し

進めるとともに、新製品・工法の開発を併せて実施し、安定した利益を確保し続

ける企業への変革に努めてまいります。
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　(5) 財産及び損益の状況の推移

期別
区分

第69期
平成24年3月期

第70期
平成25年3月期

第71期
平成26年3月期

第72期
平成27年3月期

売 上 高 (百万円) 18,101 19,188 21,018 21,371

当 期 純 利 益 (百万円) 305 549 774 935

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 6円37銭 11円46銭 16円17銭 19円52銭

純 資 産 (百万円) 8,538 9,244 10,112 11,239

総 資 産 (百万円) 19,091 19,198 20,179 21,030

(注) １株当たり当期純利益は、保有する自己株式数を除く期中平均発行済株式総数により算出して
おります。

　(6) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　該当はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出資比率 主な事業内容

ロ ン シ ー ル イ ン
コ ー ポ レ イ テ ッ ド

US＄ ％

建材商品の仕入及び販売390,000 97.4

株 式 会 社 ロ ン テ ク ノ
千円 ％

建材商品の仕入・販売及び
工事

20,000 100.0

龍 喜 陸 （上 海）
貿 易 有 限 公 司

千人民元 ％

建材商品の仕入及び販売1,975 100.0
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　(7) 主要な事業内容

　 当社グループの事業及び主要製品は次のとおりです。

　 合成樹脂加工品事業

・建築用床材（TVOC対策品、抗菌・抗ウィルス製品、ノーワックス製品)

教育施設、医療福祉施設、生産施設、マンション等の床材

抗ウィルス性床シート「ロンプロテクト」、ノーワックス床

シート「CTシリーズ、ロンメディカ、サニタリウム」、一般

用床シート「ロンリウムシリーズ」、発泡層付床シート「ロ

ンフォームCT」、ファッション床シート「ロンクレオ、ロン

Moku」、防滑性床シート「ロンマットME」、階段用床材「ロ

ンステップME」、各種機能性床シート「ツートンリウム、ID

フロアシリーズ、ロンクリーンリウム、ブレスリウム」、機

能性タイル「ロンタイルOA」、タイルカーペット「パーホロ

ンタイルカーペット」
・屋上防水材

教育施設、医療福祉施設、オフィス、店舗、工場、マンショ

ン、一般住宅等の防水材

ロンプルーフエース、ベストプルーフ、ニューベストプル

ーフ、ベストプルーフシャネツ、ロンプルーフシャネツ、

ベストプルーフα
・環境対応防水システム

教育施設、医療福祉施設、店舗、工場、マンション、一般住

宅の屋上緑化、遮熱材料による環境保護とヒートアイランド

現象の緩和

太陽光パネル設置工法「PV支持架台」、遮熱防水仕様「ベス

トプルーフシャネツ」、「ロンプルーフシャネツ」、長期防水

保証システム「ロンプルーフSP」、屋上緑化システム「ロン

グリーン仕様」
・壁装材（TVOC対策品、抗菌・抗ウィルス製品、消臭製品及び一般品)

教育施設、店舗、オフィス、マンション、医療福祉施設、一

般住宅等の壁紙

・車両用床材

鉄道車両用、バス用の床材

・塩ビ、ポリオレフィン系機能性フィルム

印刷用化粧フィルム、保護フィルム、半導体用キャリアーフ

ィルム、抗ウィルス性フィルム

・工事業

各種防水工事及び室内装飾内装工事

不動産賃貸事業

・ショッピングセンター施設
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　(8) 主要な事業所

　 ①当社

本 社 (東京都墨田区)

本 社 分 室 (東京都墨田区)

大 阪 支 店 (大阪市淀川区)

営 業 所 札幌、仙台、北関東、土浦、東京、首都圏、横浜、名古屋、

大阪、広島、福岡

土浦事業所 (茨城県土浦市)

賃 貸 施 設 (東京都葛飾区)

②子会社

ロンシールインコーポレイテッド （米国カリフォルニア州）

株式会社ロンテクノ （東京都豊島区）

龍喜陸（上海）貿易有限公司 （中国上海市）

　(9) 従業員の状況

①企業集団の従業員数

従業員数 前期末比

417名 2名増加

　 ②当社の従業員数

従業員数 前期末比 平均年齢 平均勤続年数

364名 ―名 40.0歳 15.1年

(注) １．従業員数は就業人員数であります。
２．上記従業員数には、臨時従業員は含まれておりません。

　(10) 主要な借入先

借 入 先 借入金残高

百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 612

株 式 会 社 り そ な 銀 行 445
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２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 90,000,000株

(2) 発行済株式総数 48,253,094株 （自己株式335,913株を含む)

(3) 株 主 数 5,298名

　(4) 大 株 主 （上位10名）

株 主 名 持 株 数 持株比率

千株 ％

東ソー株式会社 15,478 32.30

株式会社みずほ銀行 2,112 4.40

株式会社りそな銀行 1,000 2.08

東京海上日動火災保険株式会社 910 1.89

日本証券金融株式会社 898 1.87

株式会社ＳＢＩ証券 820 1.71

小久保 直也 810 1.69

保 義一 669 1.39

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 657 1.37

日本生命保険相互会社 531 1.10

(注) 持株比率は、自己株式（335,913株）を控除して計算しております。

　(5) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。

３．会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況

門 脇 進 代表取締役社長

田 中 利 彦

取締役兼常務執行役員

(
土浦事業所長 設備管理部
環境安全部 品質保証部
研究・開発部 購買部担当

)
稲 葉 英 介

取締役兼常務執行役員

( 人事・総務部 経理部
監査室担当 )

多 部 信 野
取締役兼常務執行役員

( 住宅事業部長 兼大阪支店長
防水事業部担当 ) 株式会社ロンテクノ代表取締役会長

中 瀬　雅 廣
取締役兼執行役員

( 建装事業部長 マーケテ
ィング部担当 )

田 中 裕 三
取締役兼執行役員

( 経営管理部 情報システ
ム部担当 購買部副担当 ) 龍喜陸（上海）貿易有限公司董事

土 谷 敏 夫
取締役兼執行役員
（壁装事業部長 開発事業部担当）

ロンシールインコーポレイテッド取締役会
会長兼ＣＥＯ

江 守 新八郎 取締役

東ソー株式会社常務取締役（代表取締役）
大洋塩ビ株式会社取締役
東邦アセチレン株式会社社外取締役
保土谷化学工業株式会社取締役
プラス・テク株式会社取締役
オルガノ株式会社取締役

和 深 美紀雄 監査役（常勤） 株式会社ロンテクノ監査役

井 上 方 木 監査役（常勤）

遠 竹 行 紀 監査役

竹 中 政 広 監査役

(注) １．取締役のうち江守新八郎氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役のうち遠竹行紀氏及び竹中政広氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ

ります。なお、遠竹行紀氏は東京証券取引所が指定を義務付ける独立役員であります。
３．当期中の取締役及び監査役の異動

① 取締役 土谷敏夫氏は平成26年６月27日開催の第71回定時株主総会において、新たに取
締役に選任され就任いたしました。

② 取締役 井上方木氏及び山本寿宣氏は平成26年６月27日開催の第71回定時株主総会終結
の時をもって辞任いたしました。

③ 監査役 井上方木氏は平成26年６月27日開催の第71回定時株主総会において、新たに監
査役に選任され就任いたしました。

④ 監査役 蜂巣道男氏は平成26年６月27日開催の第71回定時株主総会終結の時をもって辞
任いたしました。
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　(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 員 数 報酬等の総額

名 千円

取締役
（うち社外取締役）

10

（１）

96,332
(1,270)

監査役
（うち社外監査役）

５

（２）
31,000
(6,700)

合計 15 127,332

(注) １．上記には、平成26年６月27日開催の第71回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役
２名、監査役１名を含んでいます。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は、含まれておりません。
３．上記のほか、平成20年６月27日開催の第65回定時株主総会決議に基づき、取締役１名に対

し10,500千円、監査役１名に対し1,350千円、退職慰労金を支払っております。

　(3) 社外役員に関する事項

　当該事業年度における主な活動の状況

社外取締役江守新八郎氏は、当事業年度中に開催した17回の取締役会のうち、

11回出席し、他社での経営者としての豊富な経験、知見を有する立場で必要な

発言を適宜行いました。

社外監査役遠竹行紀氏は、当事業年度中に開催した17回の取締役会のうち、

17回出席し、また、当事業年度中に開催した10回の監査役会のうち、10回出席

し、他社での経営者、監査役としての豊富な経験、知見を有する立場で必要な

発言を適宜行いました。

社外監査役竹中政広氏は、当事業年度中に開催した17回の取締役会のうち、

16回出席し、また、当事業年度中に開催した10回の監査役会のうち、８回出席

し、経理に関する豊富な経験、知見を有する立場で必要な発言を適宜行いまし

た。
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５．会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称

　聖橋監査法人

　(2) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

　(3) 会計監査人の報酬等の額

　 ① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額

25,000千円

　 ② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

25,300千円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品
取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、上記の金額
には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めております。

　(4) 非監査業務の内容

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払った非監査業務の内容は、産業競

争力強化法に基づく「生産性向上設備投資促進税制」に係る特例の認定申請に関

する合意された手続業務であります。

　(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社は、会社法第３４０条第１項各号に定める監査役会による会計監査人の解

任のほか、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、

監査役会の決定により、会計監査人の解任または不再任に関する議題を株主総会

に提案いたします。

　(6) 子会社の監査の状況

　当社子会社ロンシールインコーポレイテッドは、当社の会計監査人以外のウィ

ナード＆ストーン LLPによる監査を受けております。
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６．会社の体制及び方針

（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他業務の適正性を確保するための体制

　【業務の適正性を確保する体制】

　 ① 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体

制

当社グループのコンプライアンス行動指針を制定し、役職員が法令・定款及

び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。

ア．当社グループは、社会から信頼され、広く社会にとって有用な存在であり

続けるため、法令・定款、社内規程等と共に社会規範を遵守して企業活動を

行うこと、即ち、コンプライアンス経営を実現していく。

イ．コンプライアンス体制に係わる規程としてコンプライアンス規程を制定す

る。

ウ．コンプライアンス推進担当部署は経営管理部とする。

エ．コンプライアンスの教育を行う。

オ．コンプライアンスの状況を定期的に取締役会に報告する。

カ．コンプライアンスの相談窓口を監査室（内部監査部門）とする。

　 通報者に対して、通報による不利益がないことを確保する。

　 ② 取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係わる情報の保存及び管理に関する文書管理規程を制定

し、取締役の職務執行に係わる情報を文書又は電磁媒体（以下、文書等という）

で記録・保存する。

ア．取締役及び監査役は取締役の職務に係わる文書等を随時閲覧できるものと

する。

イ．経営に係わる文書等の保管担当部署は経営管理部とする。

ウ．経営に係わる文書等の保存期限は文書の種類毎に別途定める。
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　 ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社グループは、リスク管理体制を次の通り整備する。

ア．リスク管理に関する基本方針等を定めたリスク管理基本規程を定める。

イ．リスク管理は統括管理を経営管理部が分掌し、カテゴリー毎のリスクは各

リスクの当該部署が分掌する。

ウ．リスク管理の状況を定期的に取締役会に報告する。

　 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社グループは既に経営の効率化のための諸施策を実施してきたが、更なる

効率化を目指す。

ア．職務権限及び意思決定ルール

　組織の変更毎に職務権限及び意思決定ルールを見直し、より速く、適切な

意思決定ができるものとする。

イ．予算の策定及び期中のレビュー

　目標に照らしたレビューを行い、達成度合い・達成精度を更に高める。

　 ⑤ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社グループは、グループでの業務の適正性を更に高めるために、次の通り

整備する。

ア．当社は内部統制を含む経営の重要事項について、子会社と定期的に協議す

る。

イ．グループに属する会社間取引は、法令・会計原則・税法その他社会規範に

照らし適切なものでなければならない。

ウ．当社は、子会社の内部統制の体制整備を支援し、かつ当社の内部監査部門

は子会社の内部監査を行う。

エ．当社は、子会社と内部統制に関する覚書を締結し、グループ全体として業

務の適正を確保するための内部統制の整備及び運用を行う。

　 ⑥ 反社会的勢力との関係を遮断するための体制

　当社は、反社会的勢力との関係を遮断するため、担当部署を人事・総務部と

定め、教育・研修の実施、不当要求を受けた場合の通報連絡体制の整備、取引

業者との基本契約約款に反社会的勢力排除条項明記など、実践的運用のための

社内体制を整備し徹底する。
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　【監査役の監査の実効性を確保するための体制】

　 ⑦ 監査役が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する事項

　当社は、内部監査部門を置いており、内部監査を行い、あわせて監査役の職

務の補助を行っている。監査役より要請があれば協議し、極力協力する。

　 ⑧ 監査役が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人の取締役からの独立性に関する事項

　当社は、内部監査部門の人事については、内部監査業務を対象とした処遇を

しているが、内部監査部門の主要な人事については監査役と事前に協議をする。

　 ⑨ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告

に関する体制

　当社の役職員は、下記の事項について遅滞なく報告するものとする。

ア．会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実

イ．法令・定款に違反する重大な事実が発生する可能性がある場合もしくは発

生した場合は、その事実

ウ．内部監査状況（内部統制システムの状況を含む）及びリスク管理に関する

活動状況

エ．社内通報制度に関する通報状況

　 ⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制

　当社は、監査役会との意見交換のために従来より年２回の社長との定例会議

を実施しているが監査役より要請があれば臨時の開催を行うものとする。なお、

監査役は、当社の会計監査人から会計監査内容について説明を受けるとともに、

情報の交換を行うなど連携を図っていく。
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（2）株式会社の支配に関する基本方針

当社では、以下の経営方針を支持する者が、「会社の財務及び事業の方針の決定

を支配する者」であることが望ましいと考えています。

　【経営方針】

　当社は、『ステークホルダーの信頼に応え続けること』を経営の基本としていま

す。その為に、健全な経営システムのもと、企業価値の向上を目指し、更なるコ

ーポレートガバナンスの強化が重要であると認識しています。

　コーポレートガバナンスの基本方針は次のとおりです。

　 ① 経営のスピードアップと事業遂行力の向上

　 ② 企業行動の透明性と健全性の確保

　 ③ 適時かつ適切な情報開示及びアカウンタビリティ (説明責任）の充実

　なお、上記の経営方針に照らして不適切な者が当社支配権の獲得を表明した

場合には、当該表明者や第三者（独立社外者）とも協議のうえ、次の３項目の

要件を充足する必要かつ妥当な措置を講じるものとします。

　 ・当該措置が上記の経営方針に沿うものであること

　 ・当該措置が株主の共同の利益を損なうものでないこと

　 ・当該措置が役員の地位の維持を目的とするものでないこと
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連結貸借対照表
(平成27年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資産の部) (21,030,851) (負債の部) (9,791,782)

流 動 資 産 14,944,928 流 動 負 債 7,597,164

現 金 ・ 預 金 4,309,042 支 払 手 形 ・ 買 掛 金 2,898,899

受 取 手 形 ・ 売 掛 金 6,153,194 電 子 記 録 債 務 1,639,143

電 子 記 録 債 権 649,498 短 期 借 入 金 880,000

商 品 及 び 製 品 2,539,804 一年以内に返済予定の長期借入金 532,124

仕 掛 品 136,775 リ ー ス 債 務 1,122

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 626,297 未 払 金 730,274

繰 延 税 金 資 産 342,128 未 払 法 人 税 等 288,793

そ の 他 の 流 動 資 産 198,013 預 り 金 13,801

貸 倒 引 当 金 △9,826 賞 与 引 当 金 237,335

固 定 資 産 6,085,922 設 備 関 係 支 払 手 形 46,197

有 形 固 定 資 産 5,114,333 そ の 他 の 流 動 資 産 329,473

建 物 及 び 構 築 物 1,886,634 固 定 負 債 2,194,617

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 421,128 長 期 借 入 金 1,034,060

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 217,428 リ ー ス 債 務 1,435

土 地 2,433,542 預 り 保 証 金 997,488

リ ー ス 資 産 2,294 退職給付に係る負債 66,319

建 設 仮 勘 定 153,305 繰 延 税 金 負 債 95,314

無 形 固 定 資 産 138,173 （純資産の部） （11,239,068）

投 資 そ の 他 の 資 産 833,415 株 主 資 本 10,917,505

投 資 有 価 証 券 692,485 資 本 金 5,007,917

その他の投資その他の資産 161,282 資 本 剰 余 金 4,120,573

貸 倒 引 当 金 △20,352 利 益 剰 余 金 1,831,636

自 己 株 式 △42,623

その他の包括利益累計額 306,071

その他有価証券評価差額金 259,068

為 替 換 算 調 整 勘 定 47,002

少 数 株 主 持 分 15,492

資 産 合 計 21,030,851 負債及び純資産合計 21,030,851

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 21,371,882

売 上 原 価 14,045,438

売 上 総 利 益 7,326,443

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,893,778

営 業 利 益 1,432,665

営 業 外 収 益

受 取 利 息 233

受 取 配 当 金 17,222

そ の 他 の 営 業 外 収 益 133,863 151,319

営 業 外 費 用

支 払 利 息 39,469

そ の 他 の 営 業 外 費 用 12,320 51,790

経 常 利 益 1,532,194

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 53 53

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 45,890 45,890

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,486,357

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 563,151

法 人 税 等 調 整 額 △14,883

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 938,089

少 数 株 主 利 益 2,877

当 期 純 利 益 935,212

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

項 目
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 5,007,917 4,120,573 896,424 △41,892 9,983,022

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 935,212 935,212

自己株式の取得 △730 △730

株 主 資 本 以 外
の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の
変 動 額 （純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 935,212 △730 934,482

当 期 末 残 高 5,007,917 4,120,573 1,831,636 △42,623 10,917,505

(単位：千円)

項 目
その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 141,484 △25,081 116,403 12,971 10,112,397

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 935,212

自己株式の取得 △730

株 主 資 本 以 外
の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の
変動額（純額)

117,584 72,083 189,668 2,520 192,188

当 期 変 動 額 合 計 117,584 72,083 189,668 2,520 1,126,670

当 期 末 残 高 259,068 47,002 306,071 15,492 11,239,068

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　１．連結の範囲に関する事項

　 (1) 連結子会社の数 ３社

　 (2) 連結子会社の名称

　 ロンシールインコーポレイテッド

　 株式会社ロンテクノ

　 龍喜陸（上海）貿易有限公司

　２．持分法の適用に関する事項

　 該当事項はありません。

　３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のロンシールインコーポレイテッド及び、龍喜陸（上海）貿易有限公司の決算日は、

12月31日であり、当連結計算書類の作成にあたり同決算日現在の計算書類を使用しています。ただ

し、１月１日から３月31日までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行って

おります。

　４．会計処理基準に関する事項

　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ①有価証券の評価基準及び評価方法

ア. 満期保有目的の債券 償却原価法

イ. その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は総平均法により算定）

時価のないもの 総平均法による原価法

　 ②たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

③デリバティブの評価基準 時価法（ただし、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについて

は特例処理を、為替予約取引については振当処理を採用）

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

ア.リース資産以外の有形固定資産 定額法

イ . リ ー ス 資 産 定額法 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額

法によっております。
②無形固定資産 定額法（なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法）

③長期前払費用 均等償却
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　 (3) 重要な引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金 売掛金、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞 与 引 当 金 従業員の賞与支給に備え、支給見込額に基づき計上しております。

　 (4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①ヘッジ会計の方法

ア. ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理をしております。なお、ヘッジ会計の要件を満たす

金利スワップ取引については特例処理を、振当処理の要件を満たし

ている為替予約については、振当処理を採用しております。
イ. ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段

　金利スワップ取引、為替予約取引

ヘッジ対象

　借入金、外貨建（予定）取引残高

ウ. ヘ ッ ジ 方 針 借入金の利息相当額の範囲内及び外貨建（予定）取引残高の範囲内

で、必要に応じてヘッジしております。

エ. ヘッジ有効性評価の方法 主にヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ

対象とヘッジ手段についてそれぞれのキャッシュ・フロー総額の変

動額を比較してヘッジの有効性の判定を行っています。但し、特例

処理の要件を満たしている金利スワップ取引及び振当処理の要件を

満たしている為替予約の場合は、ヘッジの有効性の判定は省略して

おります。
②退職給付に係る会計処理の方法 従業員の退職給付に備えるため、当社は適格退職年金制度の廃止日

（平成15年６月30日）における自己都合要支給額から当該時点におけ

る年金資産を控除した金額に基づき、子会社は当連結会計年度末に

おける退職給付債務の見込額に基づき当連結会計年度末において発

生していると認められる額を計上しております。

③完成工事高及び完成工事原価の計上基準 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められ

る工事は、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、

その他の工事については、工事完成基準を適用しております。

④消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
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　５.追加情報

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正す

る法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始す

る連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の34.6%から平成27年４月１日に開始す

る連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については32.1%に、平成28年４月１日に開始する連

結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、31.3%となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は4,314千円

減少し、法人税等調整額が16,593千円、その他有価証券評価差額金が12,278千円増加しておりま

す。

連結貸借対照表に関する注記

　１．担保に供している資産及び担保に係わる債務

　 (1) 担保に供している資産

土 地 964,065千円

建 物 及 び 構 築 物 461,593千円

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 並 び に

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品
492,711千円

　 (2) 担保に係わる債務

長 期 借 入 金 852,224千円

短 期 借 入 金 405,600千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 19,755,340千円

　３．手形債権の流動化

　当社は、手形債権の流動化を行っております。

受取手形の債権流動化による譲渡高 123,124千円

　 なお、受取手形の流動化に伴い、信用補完目的の留保金額44,560千円をその他の流動資産に含

めて表示しております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記

　１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

　 普通株式 48,253,094株

　２．配当に関する事項

　 (1) 配当金支払額

　 該当事項はありません。

　 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 143,751 3.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日

　３．新株予約権に関する事項

　 該当事項はありません。
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金融商品に関する注記

　１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については、短期的な預金等に限定し、資金の調達については、銀

行等金融機関からの借入により行っております。

受取手形・売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、販売取引先管理規程に沿っ

て、リスク低減を図っております。

投資有価証券は、株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

支払手形・買掛金並びに電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。

借入金の使途は、運転資金及び設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対

して金利スワップ取引を実施して支払金利の固定化を実施しております。

　デリバティブ取引は、将来の為替・金利変動によるリスク回避を目的としております。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとお

りであります。

（単位：千円）

区分
連結貸借対照表

計上額（*1）
時価（*1） 差額

（１）現金・預金

（２）受取手形・売掛金

（３）電子記録債権

　 貸倒引当金(*2)

4,309,042

6,153,194

649,498

△9,826

4,309,042 ―

6,792,867 6,792,867 ―

（４）投資有価証券

　 その他有価証券

（５）支払手形・買掛金

（６）電子記録債務

（７）短期借入金

（８）長期借入金(1年以内返済予定含む）

667,751

(2,898,899)

(1,639,143)

(880,000)

(1,566,184)

667,751

(2,898,899)

(1,639,143)

(880,000)

(1,572,715)

―

―

―

―

(6,531)
(*1)負債に計上されているものについては、()で示しております。

(*2)受取手形・売掛金並びに電子記録債権に対応する一般貸倒引当金を控除しております。

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

（1）現金・預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

（2）受取手形・売掛金並びに（3）電子記録債権

これらは信用リスクを把握することが困難なため、貸倒引当金をリスクとみなし、受取手形・

売掛金並びに電子記録債権に対応する一般貸倒引当金を控除した価額をもって時価としておりま

す。

（4）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
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（5）支払手形・買掛金、（6）電子記録債務並びに（7）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

（8）長期借入金(1年以内返済予定含む)

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特

例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の

借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっており

ます。

（注)２．非上場株式（連結貸借対照表計上額24,734千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため「（4）投

資有価証券 その他有価証券」に含めておりません。また、預り保証金（連結貸借対照表計上額

997,488千円）については、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるため記載しておりません。

賃貸等不動産に関する注記

　１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、東京都葛飾区四つ木において、ショッピングセンター施設（土地を含む）を有してお

ります。

　２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価

1,201,034 4,190,000

（注)１．連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当期末時価は、社外の不動産鑑定士により算出した価格であります。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 234円23銭

１株当たり当期純利益 19円52銭

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(平成27年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資産の部) (20,105,515) (負債の部) (9,456,418)

流 動 資 産 13,818,558 流 動 負 債 7,335,164

現 金 ・ 預 金 3,487,817 支 払 手 形 430,773

受 取 手 形 2,444,405 電 子 記 録 債 務 1,639,143

電 子 記 録 債 権 617,606 買 掛 金 2,353,867

売 掛 金 3,925,697 短 期 借 入 金 880,000

未 収 入 金 211,974 １年以内返済予定の長期借入金 532,124

前 払 費 用 6,020 リ ー ス 債 務 1,122

商 品 及 び 製 品 2,153,169 未 払 金 734,216

仕 掛 品 135,957 未 払 法 人 税 等 250,398

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 626,297 未 払 費 用 77,459

繰 延 税 金 資 産 181,700 預 り 金 13,443

そ の 他 の 流 動 資 産 27,911 賞 与 引 当 金 224,500

固 定 資 産 6,286,957 設 備 関 係 支 払 手 形 46,197

有 形 固 定 資 産 5,180,414 そ の 他 の 流 動 負 債 151,918

建 物 1,700,578 固 定 負 債 2,121,253

構 築 物 186,781 長 期 借 入 金 1,034,060

機 械 及 び 装 置 418,176 リ ー ス 債 務 1,435

車 両 運 搬 具 612 預 り 保 証 金 933,477

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 208,004 退 職 給 付 引 当 金 54,901

土 地 2,510,662 繰 延 税 金 負 債 97,380

リ ー ス 資 産 2,294

建 設 仮 勘 定 153,305

無 形 固 定 資 産 135,787

施 設 利 用 権 18,630 （純資産の部） (10,649,096)

工 業 所 有 権 1,819 株 主 資 本 10,397,512

ソ フ ト ウ ェ ア 17,198 資 本 金 5,007,917

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 98,138 資 本 剰 余 金 4,120,573

投 資 そ の 他 の 資 産 970,756 資 本 準 備 金 4,120,573

投 資 有 価 証 券 670,017 利 益 剰 余 金 1,311,643

関 係 会 社 株 式 181,380 利 益 準 備 金 311,900

長 期 貸 付 金 430 そ の 他 利 益 剰 余 金 999,743

差 入 保 証 金 31,068 繰 越 利 益 剰 余 金 999,743

長 期 前 払 費 用 71,130 自 己 株 式 △42,623

その他の投資その他の資産 35,886 評価・換算差額等 251,584

貸 倒 引 当 金 △19,156 その他有価証券評価差額金 251,584

資 産 合 計 20,105,515 負債及び純資産合計 20,105,515

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 19,056,715

売 上 原 価 13,031,102

売 上 総 利 益 6,025,612

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,943,574

営 業 利 益 1,082,038

営 業 外 収 益

受 取 利 息 130

受 取 配 当 金 162,688

そ の 他 の 営 業 外 収 益 134,800 297,619

営 業 外 費 用

支 払 利 息 39,230

そ の 他 の 営 業 外 費 用 11,526 50,756

経 常 利 益 1,328,900

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 53 53

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 45,889 45,889

税 引 前 当 期 純 利 益 1,283,065

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 405,200

法 人 税 等 調 整 額 992

当 期 純 利 益 876,872

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：千円)

項 目

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 5,007,917 4,120,573 311,900 122,870 434,770

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 876,872 876,872

自己株式の取得

株主資本以外の
項目の当期中の
変動額（純額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― 876,872 876,872

当 期 末 残 高 5,007,917 4,120,573 311,900 999,743 1,311,643

(単位：千円)

項 目

株 主 資 本
評 価 ・ 換 算
差 額 等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △41,892 9,521,369 137,836 9,659,206

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 876,872 876,872

自己株式の取得 △730 △730 △730

株主資本以外の
項目の当期中の
変動額（純額 )

113,747 113,747

当 期 変 動 額 合 計 △730 876,142 113,747 989,890

当 期 末 残 高 △42,623 10,397,512 251,584 10,649,096

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．資産の評価基準及び評価方法

　 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券 償却原価法

② 子 会 社 株 式 総平均法による原価法

③ その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は総平均法により算定）

時価のないもの 総平均法による原価法

　 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）

(3) デリバティブの評価基準 時価法（ただし、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップ取引につい

ては特例処理を、為替予約取引については振当処理を採用）

　２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

①リース資産以外の有形固定資産 定額法

②リース資産 定額法 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法

によっております。
(2) 無形固定資産 定額法（なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法）

(3) 長期前払費用 均等償却

　３．引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金 売掛金、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞 与 引 当 金 従業員の賞与支給に備え、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、適格退職年金制度の廃止日（平成

15年６月30日）における自己都合要支給額から当該時点における年

金資産を控除した金額に基づいて計上しております。
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　４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理をしております。なお、ヘッジ会計の要件を満たす金

利スワップ取引については特例処理を、振当処理の要件を満たしてい

る為替予約については、振当処理を採用しております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段

金利スワップ取引、為替予約取引

ヘッジ対象

借入金、外貨建(予定)取引残高

③ヘ ッ ジ 方 針 借入金の利息相当額の範囲内及び外貨建(予定)取引残高の範囲内で、

必要に応じてヘッジしております。

④ヘッジ有効性評価の方法 主にヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対

象とヘッジ手段についてそれぞれのキャッシュ・フロー総額の変動額

を比較してヘッジの有効性の判定を行っています。但し、特例処理の

要件を満たしている金利スワップ及び振当処理の要件を満たしている

為替予約の場合は、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

(2) 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
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貸借対照表に関する注記

　１．担保に供している資産及び担保に係わる債務

　 (1) 担保に供している資産

土 地 964,065千円

建物及び構築物 461,593千円

機械及び装置並びに

工具・器具・備品
492,711千円

　 (2) 担保に係わる債務

長 期 借 入 金 852,224千円

短 期 借 入 金 405,600千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 19,669,551千円

　３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　(1) 短期金銭債権 1,030,771千円

　(2) 短期金銭債務 208,557千円

　４．手形債権の流動化

　 手形債権の流動化を行っております。

受取手形の債権流動化による譲渡高 123,124千円

　 なお、受取手形の流動化に伴い、信用補完目的の留保金額44,560千円を未収入金に含めて表示

しております。
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損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

売 上 高 3,354,625千円

仕 入 高 617,519千円

営業取引以外の取引高 151,678千円

株主資本等変動計算書に関する注記

　 当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数

普 通 株 式 335,913株

税効果会計に関する注記

　 １.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

　 繰延税金資産

退職給付引当金 17,233千円

賞与引当金 72,064千円

未払事業税 20,538千円

その他 118,025千円

繰延税金資産小計 227,862千円

評価性引当額 △28,918千円

繰延税金資産合計 198,943千円

　 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 114,622千円

繰延税金負債合計 114,622千円

繰延税金資産の純額 84,320千円

　 ２.法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正す

る法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始す

る事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及

び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の34.6%から平成27年４月１日に開始する事

業年度に解消が見込まれる一時差異については32.1%に、平成28年４月１日に開始する事業年度以

降に解消が見込まれる一時差異については、31.3%となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は3,829千円

減少し、法人税等調整額が15,914千円、その他有価証券評価差額金が12,084千円増加しておりま

す。
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　関連当事者との取引に関する注記

１.親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金又は出資金

(千円)

事業の内容又

は職業

議決権等の所

有(被所有)割

合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額(千円) 科目 期末残高(千円)

その他の関

係会社
東ソー㈱

東京都

港区
40,633,880

ソーダ・石

油化学製品

等の製造販

売

(被所有)

直接32.5

原材料の仕

入

役員の兼任

原材料の仕

入
441,697 買掛金 194,412

(注)１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含みませんが、期末残高には消費税等を含みま

す。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

独立第三者間取引を参考にして取引条件を決定しています。
２.関連会社等

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金又は出資金

(千円)

事業の内容又

は職業

議決権等の所

有(被所有)割

合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額(千円) 科目 期末残高(千円)

子会社

ロンシールイ

ンコーポレイ

テッド

米国

カリフォ

ルニア州

81,383

(390千米ドル)

建材商品の

仕入及び販

売

97.4

建材製品の

販売

役員の兼任

建材製品の

販売

受取配当金

965,090

81,967

売掛金

未収入

金

270,689

81,967

子会社 ㈱ロンテクノ
東京都

豊島区
20,000

建材商品の

仕入・販売

及び工事

100.0

建材製品の

販売

役員の兼任

建材製品の

販売

受取配当金

2,340,642

64,000
売掛金 675,665

(注)１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含みませんが、期末残高には消費税等を含みま
す。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

独立第三者間取引を参考にして取引条件を決定しています。
受取配当金については、子会社の当期純利益に基づき協議の上決定しています。

３.兄弟会社等

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金又は出資金

(千円)

事業の内容又

は職業

議決権等の所

有(被所有)割

合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額(千円) 科目 期末残高(千円)

その他の関

係会社の子

会社

東ソー物流㈱
山口県

周南市
1,200,000

荷役業務の

受託・配送

業務

―

荷役業務の

受託・配送

業務

請負業務等

賃貸料の受

取

1,505,589

37,165
未払金 350,543

その他の関

係会社の子

会社

大洋塩ビ㈱
東京都

港区
6,000,000

塩化ビニル

樹脂の製造

及び販売

―

原材料の仕

入

役員の兼任

原材料の仕

入
853,541 買掛金 385,284

(注)１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含みませんが、期末残高には消費税等を含みま
す。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

独立第三者間取引を参考にして取引条件を決定しています。

　１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 222円24銭

１株当たり当期純利益 18円30銭

　重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成27年５月８日

ロンシール工業株式会社

　取 締 役 会 御中
聖 橋 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 平 山 昇 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 朝 長 義 郎 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ロンシール工業株式会社の平成26年４月
１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、ロンシール工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成27年５月８日

ロンシール工業株式会社

　取 締 役 会 御中

聖 橋 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 平 山 昇 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 朝 長 義 郎 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ロンシール工業株式会社の平成26
年４月１日から平成27年３月31日までの第72期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成26年4月1日から平成27年3月31日までの第72期事業年度の取締役の職務の執

行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下の

とおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努

めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な

事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び

定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な

ものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の

内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いた

しました。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針については、取

締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。子会社につ

いては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か

ら事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明

細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日

企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以

上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関す

る基本方針については、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人聖橋監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人聖橋監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成27年５月12日

ロンシール工業株式会社 監査役会

常 勤 監 査 役 和 深 美紀雄 ㊞

常 勤 監 査 役 井 上 方 木 ㊞

社 外 監 査 役 遠 竹 行 紀 ㊞

社 外 監 査 役 竹 中 政 広 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

　第１号議案　剰余金の処分の件

　期末配当に関する事項

当社は、将来の事業展開に必要な内部留保を確保しつつ、永続的かつ安定的

な利益還元を行うことを経営の基本としております。第72期の期末配当につき

ましては、当事業年度の業績や今後の事業環境等を勘案いたしまして、以下の

とおりといたしたいと存じます。

　① 配当財産の種類

　金銭といたします。

　② 配当財産の割当に関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき３円 総額 143,751,543円

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　平成27年６月29日

　第２号議案　定款一部変更の件

　１．変更の理由

（１）単元未満株式を所有されている株主の皆様の便宜をはかる目的で、単元

未満株式買増制度を導入するため、現行定款第７条（単元未満株式につ

いての権利）に一部新設し、変更案第８条（単元未満株式の買増し）を

新設するものであります。

（２）取締役の経営責任をより明確にするとともに、経営環境の変化に対応し

た最適な経営体制を機動的に構築し、さらにその経営体制の是非につい

て、毎年株主の皆様のご判断を仰ぐことが可能となるよう、現行定款第

21条（取締役の任期）の取締役の任期を２年から１年に変更するもので

あります。

（３）当社定款におきましては、社外取締役及び社外監査役が期待される役割

を十分に発揮できるよう、現行定款第29条（取締役の責任免除）及び現

行定款第39条（監査役の責任免除）を規定しております。今般、会社法

第427条の改正により責任限定契約を締結できる取締役及び監査役の範囲

が拡大されたことに伴い、業務執行を行わない取締役及び監査役につい

ても期待される役割を十分に発揮できるよう、現行定款第29条第２項及

び現行定款第39条第２項の規定を改正するものであります。なお、現行

定款第29条の改正に関しましては、各監査役の同意を得ております。

（４）資本政策及び配当政策を機動的に遂行することが可能となるよう変更案

第46条（剰余金の配当等の決定機関）を新設するものであります。
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（５）現行定款第45条（剰余金の配当）を変更案第47条（剰余金の配当の基準

日）とし、第２項を新設し、中間配当をすることができるようにするも

のであります。

（６）上記の変更に伴い、現行定款第８条から現行定款第44条までの条数を順

次繰り下げ、現行定款第45条と現行定款第46条を２段階繰り下げるもの

であります。

　２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

第２章 株 式

第７条 （単元未満株式についての権利）

（条文省略）

（１）（条文省略）

（２）（条文省略）

（３）（条文省略）

(新設)

第２章 株 式

第７条 （単元未満株式についての権利）

（現行どおり）

（１）（現行どおり）

（２）（現行どおり）

（３）（現行どおり）

（４）次条に定める請求をする権

利
(新設) 第８条 （単元未満株式の買増し）

当会社の株主は、株式取扱規則

に定めるところにより、その有

する単元未満株式の数と併せて

単元株式数となる数の株式を売

り渡すことを請求することがで

きる。
第21条 （取締役の任期）

取締役の任期は、選任後２年以

内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会

終結の時までとする。

第22条 （取締役の任期）

取締役の任期は、選任後１年以

内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会

終結の時までとする。
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現 行 定 款 変 更 案

第29条 （取締役の責任免除）

（条文省略）

２．当会社は、会社法第427条第１

項の規定により、社外取締役と

の間に、同法第423条第１項の

賠償責任を限定する契約を締結

することができる。ただし、当

該契約に基づく賠償責任の限度

額は、あらかじめ定めた額また

は法令が規定する額のいずれか

高い額とする。

第30条 （取締役の責任免除）

（現行どおり）

２．当会社は、会社法第427条第１

項の規定により、取締役（業務

執行取締役等であるものを除

く。）との間に、同法第423条第

１項の賠償責任を限定する契約

を締結することができる。ただ

し、当該契約に基づく賠償責任

の限度額は、あらかじめ定めた

額または法令が規定する額のい

ずれか高い額とする。
第39条 （監査役の責任免除）

（条文省略）

２．当会社は、会社法第427条第１

項の規定により、社外監査役と

の間に、同法第423条第１項の

賠償責任を限定する契約を締結

することができる。ただし、当

該契約に基づく賠償責任の限度

額は、あらかじめ定めた額また

は法令が規定する額のいずれか

高い額とする。

第40条 （監査役の責任免除）

（現行どおり）

２．当会社は、会社法第427条第１

項の規定により、監査役との間

に、同法第423条第１項の賠償

責任を限定する契約を締結する

ことができる。ただし、当該契

約に基づく賠償責任の限度額

は、あらかじめ定めた額または

法令が規定する額のいずれか高

い額とする。
(新設) 第46条 （剰余金の配当等の決定機関）

当会社は、剰余金の配当等会社

法第459条第１項各号に定める

事項については、法令に別段の

定めがある場合を除き、株主総

会の決議によらず取締役会の決

議によって定める。
第45条 （剰余金の配当）

剰余金の配当は、毎年3月31日

の最終の株主名簿に記載または

記録された株主または登録株式

質権者に対し行う。

以 上

第47条 （剰余金の配当の基準日）

当会社の期末配当の基準日は、

毎年3月31日とする。

２．当会社は、９月30日を基準日と

して中間配当をすることができ

る。

以 上
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　第３号議案　取締役９名選任の件

　取締役田中利彦、稲葉英介、中瀨雅廣、田中裕三の各氏は、本総会終結の時を

もって任期満了となり、取締役多部信野、江守新八郎の両氏は、本総会終結の時

をもって辞任いたします。また、取締役門脇進、土谷敏夫の両氏は、第２号議案

が承認可決され取締役の任期が短縮されることを条件として本総会終結の時をも

って任期満了となります。

　つきましては、コーポレートガバナンスの強化を図るため社外取締役を1名増員

し、取締役９名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

１
門
か ど わ き

脇　 進
すすむ

(昭和27年３月２日生)

昭和49年５月 東洋曹達工業㈱（現東ソー㈱）入社

60,000株

平成14年６月 東ソー㈱ポリマー事業部機能性ポリ

マー部長

平成17年６月 同社理事東曹（広州）化工有限公司

董事総経理

平成22年６月 同社取締役有機化成品事業部長

平成23年６月 同社取締役機能商品セクター副セク

ター長兼有機化成品事業部長

平成24年６月 当社代表取締役社長（現在に至る）

２
田
た な か

中　利
と し ひ こ

彦

(昭和31年３月21日生)

昭和55年４月 東洋曹達工業㈱（現東ソー㈱）入社

20,000株

平成14年６月 大洋塩ビ㈱技術サービスグループ部

長

平成17年６月 同社四日市工場長

平成21年６月 プラス・テク㈱取締役技術生産本部

長

平成25年５月 東ソー㈱理事

平成25年６月 当社常務取締役土浦事業所長 設備

環境管理部、品質保証部、研究・開

発部担当
平成26年６月 当社取締役兼常務執行役員土浦事業

所長 設備管理部、環境安全部、品

質保証部、研究・開発部、購買部担

当（現在に至る）
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

３
稲
い な ば

葉　英
え い す け

介

(昭和31年４月25日生)

昭和55年４月 ㈱日本興業銀行入行

20,000株

昭和63年12月 無所属海外派遣カナダ興銀出向

平成10年４月 国際営業第二部第二班副参事役（班

長）欧州委員会委員

平成13年６月 シンガポール支店副支店長

平成14年４月 ㈱みずほ銀行東京支店第二部副部長

平成15年３月 ㈱みずほコーポレート銀行（現㈱み

ずほ銀行）（㈱シーザーパーク・ホテ

ルアンドリゾートアジア出向）

平成17年12月 同行企業推進第二部付参事役

平成18年１月 ㈱みずほフィナンシャルグループ監

査業務部参事役

平成21年６月 当社常務取締役人事・総務部、経理

部、監査室担当

平成26年６月 当社取締役兼常務執行役員 人事・

総務部、経理部、監査室担当(現在に

至る)

４
中
な か せ

瀬　雅
ま さ ひ ろ

廣

(昭和31年８月13日生)

昭和54年４月 当社入社

20,000株

平成20年４月 当社購買部長

平成20年６月 当社理事購買部長

平成25年６月 当社取締役建装事業部長 マーケテ

ィング部担当
平成26年６月 当社取締役兼執行役員建装事業部長

マーケティング部担当（現在に至る）

５
田
た な か

中　裕
ひ ろ み

三

(昭和33年９月５日生)

昭和56年４月 東洋曹達工業㈱（現東ソー㈱）入社

18,000株

平成15年10月 東ソー・エフテック㈱総務室長兼東

ソー・ファインケム㈱総務室長

平成19年７月 東ソー・エフテック㈱総務室長兼東

ソー・ファインケム㈱総務室長兼東

ソー有機化学㈱総務室長

平成23年６月 東ソー物流㈱理事四日市支社長

平成25年６月 当社取締役 経営管理部、購買部担

当
平成26年６月 当社取締役兼執行役員 経営管理部、

情報システム部担当 購買部副担当

（現在に至る）

６
土
つ ち や

谷　敏
と し お

夫

(昭和31年１月２日生)

昭和54年４月 当社入社

44,000株

平成12年４月 当社土浦事業所土浦工場壁装製造部

長
平成16年６月 当社理事土浦事業所製造部長

平成21年６月 ロンシールインコーポレイテッド取

締役社長
平成25年６月 当社役員待遇理事

平成26年６月 当社取締役兼執行役員壁装事業部長

開発事業部担当（現在に至る）
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

７

※
江
え も り

森　正
ま さ み つ

光

(昭和31年３月２日生)

昭和55年５月 当社入社

10,000株

平成16年６月 当社建装事業部西日本営業部長

平成19年６月 当社理事防水事業部東日本営業部長

平成26年６月 当社執行役員経営管理部長（現在に

至る）

８

※
大
お お い し

石　秀
ひ で お

夫

(昭和25年４月９日生)

昭和49年４月 電気化学工業㈱入社

―株

平成12年６月 同社エンジニアリング事業部長

平成19年６月 同社執行役員大船工場長

平成22年４月 同社上席執行役員大船工場長

平成23年４月 同社顧問

平成23年６月 同社常勤監査役（現在に至る）

９

※
河
か わ も と

本　浩
こ う じ

爾

(昭和32年７月28日生)

昭和55年４月 東洋曹達工業㈱（現東ソー㈱）入社

―株

平成17年６月 東ソー㈱財務部長

平成22年６月 同社理事経営管理室長兼ＩＴ戦略室

長
平成25年６月 同社取締役経営管理室長兼ＩＴ戦略

室長（現在に至る）

(注) 1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. ※印は、新任の取締役候補者であります。
3. 大石秀夫氏及び河本浩爾氏は、社外取締役候補者であります。
4. 大石秀夫氏及び河本浩爾氏を社外取締役候補者とした理由は、経営に関する豊富な経験や

幅広い見識を当社の経営に活かして頂きたいためであります。
5. 大石秀夫氏は、東京証券取引所が指定を義務付ける独立役員候補者であります。
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　第４号議案　監査役２名選任の件

　監査役遠竹行紀氏は、本総会終結の時をもって任期満了となり、また、監査役

和深美紀雄氏は、本総会終結の時をもって辞任いたします。

　つきましては、監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

１

※
平
ひ ら や ま

山　達
た つ や

也

(昭和30年１月７日生)

昭和52年４月 当社入社

10,000株

平成13年６月 当社建装部長

平成18年６月 当社理事西日本販売推進部長

平成22年６月 当社理事建装事業部長

平成26年６月 当社執行役員防水事業部長（現在に

至る）

２

※
米
よ ね ざ わ

澤　 啓
さとる

(昭和37年５月24日生)

昭和61年４月 東洋曹達工業㈱（現東ソー㈱）入社

―株平成23年６月 東ソー㈱高機能材料事業部管理室長

平成25年６月 同社財務部長（現在に至る）

(注) 1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. ※印は、新任の監査役候補者であります。
3. 米澤啓氏は、社外監査役候補者であります。
4. 米澤啓氏を社外監査役候補者とした理由は、経理部門に長年従事し、豊富な経理知識を当

社の監査体制の強化に活かして頂きたいためであります。

　第５号議案　補欠監査役１名選任の件

　本総会開始の時をもって補欠監査役選任の効力が失効しますので、法令に定め

る監査役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査役１名の選任

をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

堀
ほ り た に

谷　宏
こ う じ

志
(昭和44年５月13日生)

平成５年４月 東ソー㈱入社

―株
平成26年６月 当社補欠監査役（現在に至る）

平成27年１月 東ソー㈱経営企画・連結経営部（現在に至

る）

(注) 1. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 補欠の監査役候補者堀谷宏志氏は、社外監査役の候補者であります。
3. 堀谷宏志氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、経理財務の知識を当社の監査体制の

強化に活かして頂きたいためであります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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隅
田
川

両国国技館 江戸東京博物館

至秋葉原

京葉道路

蔵前橋通り

清
澄
通
り

首
都
高
速
６
号
線

横網町公園

隅
田
川

旧安田庭園

慈光院

両国中学校

両国国技館

西口JR両国駅

日大
一中・一高

江戸東京博物館

JR中央・総武線

東口至秋葉原

国際ファッション
センタービル
11階(115号室)

A1出入口

都営大江戸線
両国駅

至千葉

株主総会会場ご案内図

国際ファッションセンタービル
11階（115号室）

東京都墨田区横網一丁目６番１号

JR総武線 両国駅 東口より徒歩６分
都営大江戸線 両国駅 A１出入口に直結

ホームページアドレス

http://www.lonseal.co.jp/
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